
給付付き税額控除制度の導入に関する意見書 

 

「所得に連動したきめ細かな給付（就業者負担軽減支援金）」の導入に向け、「給

付付き税額控除」に関する国と地方の協議の場が設けられたところであるが、制度

の詳細や支援の規模等、具体的な内容が示されない中で、地方の負担に関する議論

が拙速に進められていることは遺憾である。 

よって、国においては、地方の実情を踏まえ、行財政運営に十分に配慮した制度

設計とすることが何より重要であることから、次の事項について、対策を講じるよ

う強く求める。 

 

１　国として、地方が提供する社会保障サービスをはじめとする各種行政サービス

に影響が及ぶことのないよう、必要な財源を確実に措置すること。 

 

２　給付事務について、地方の負担に十分に配慮した効率的で簡素な制度とすると

ともに、人材の確保が困難な自治体に対する支援を講じるなど、負担軽減に最大

限努めること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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